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小規模島嶼 における医療サービス利用行動の規定要因の検討

森 隆 子1,浅 尾晋 也2,兒玉 慎 平1,波 多野 浩道1

要旨　 本研究の目的は,小 規模島嶼 に暮 らす住民の医療サー ビス利用に影響する要因を,特 に地域 レベルの

社会的な相互扶助に注目し明らかにすることである。地域 レベルの要因を社会的な要因(ソ ーシャルサポー ト

の集落別標準化得点)と 物理的な要因(人 口規模,港 との距離,島 内診療所 との距離)に 大別 し,重 回帰分析

で分析 した。有効回答は190名 であった。75～84歳 群では地域 レベルのソーシャルサポー トの うち受領サポー

トが利用に影響していた。65～74歳 群はかか りつけ医がいることが,75～84歳 群では島内にかかりつけ医がい

ることが有意に影響していた。小規模島嶼 において,① 後期高齢者の医療サー ビス利用に地域 レベルの社会的

な相互扶助が影響すること,② 前期高齢者ではかか りつけ医の有無が医療サー ビスの利用に影響す ること,③

海路による移動が後期高齢者の医療サービスの利用の大きな障害となることが示唆された。
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緒 言

医師が常駐 しない島嶼,診 療所を含めて医療機関が存

在 しない島嶼 も数多く存在するなど,島嶼 における公的

サービスを中心としたフォーマルサポー トの資源は絶対

的に少ない。一方,島嶼 の高齢者の多くが,伝 統的な近

隣や家族 との関係を基盤 とした多様なネットワークを構

築している。また島嶼 高齢者の生活においては,結 など

の助け合いのシステムが機能してお り,相 互扶助や人間

関係が良好なため,生 活実感 として比較的良好な生活を

送っているとい う報告1)2)もみ られている。筒井は,地

域包括ケアシステムを公的サービスだけでなく地域共同

体による互助や 自助を組み合わせたシステム3）として位

置づけているが,近 隣を軸とした近所づきあいや助け合

いが頻繁に行われている島嶼 においては,高 齢者の健康

において自助 ・互助が担っている役割が大きい可能性が

考えられる。島嶼 部の地域性に応 じた医療ケアシステム

を構築するためには,生 活ネッ トワーク4>である社会的

な相互扶助を考慮に入れた上で,医 療サービスを利用し

ている人の特徴やその利用行動を把握 し,評 価 していく

ことが重要であると考えられ る。

そこで,本 研究では,小 規模島嶼 の高齢者の受療行動

において,個 人レベルの要因だけでなく,よ り地域的な

レベルにおける文脈上の要因が影響をす るのではないか

とい う仮説に基づき,個 人レベル と地域 レベルでの要因

を包括するAndersenの 行動モデル5)を用いて,小 規模

島嶼に居住す る人々の医療サービスの利用に影響す る要

因を特に地域 レベルの社会的な相互扶助に注目して明ら

かにす ることを本研究の目的とす る。

研 究方法

1.用 語の定義

1)Andersenモ デル

サービス利用に影響す る要因を素因,利 用促進要因,

ニー ドに整理 した上で,そ れ らがサービス利用などの健

康行動やアウトカムにどのように影響をす るかについて

のメカニズムを明らかにす ることを目的とした行動モデ

ル5)6)である。Andersenは 初期のモデルから,サ ー ビス

の利用に影響す る要因として,個 人レベルの決定因子だ
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けでなく,社 会的な決定因子や医療サービス資源の重要

性を指摘5)していたが,近 年発表 した行動モデルの改定

版7)8)においてはそれ らの要因を地域 レベルの要因とし

て明確に位置づけてお り,地 域 レベルの要因に注目する

必要性を強調 している。

2)地 域 レベルの要因

地域 レベルの要因とは,環 境要因や医療提供施設に関

連 した要因など,個 人レベルではなく集団レベルで集約

された要因として定義し,集 団の規模 としては,家 族 ・

近所のような小規模な集団から県 ・州などの大規模な地

域集団や職業集団まで様々なレベルが想定されている。

社会的な相互扶助を示す要因を 「社会的な要因」として,

地理的な要因を 「物理的な要因」として捉えようとした。

なお情報を集約する集団のレベルは,集 落単位 とした。

2.研 究の概念枠組み

本研究では,Andersenの 行動モデル に基づき,医 療

サービスの利用行動に対する個人レベル と地域 レベルの

要因の影響を検討する観点から,以 下のような研究の概

念枠組みを作成 した(図1)。 個人 レベルの要因 として

は,性 別や同居家族の有無といった人口学的特性,ソ ー

シャルサポー トなどの社会的特性,健 康増進意識などの

信念か らなる 「素因」,経 済的暮 らし向きなどの財政や

かか りつけ医がいるかどうかといった組織からなる 「利

用促進要因」,主 観的健康感 といった主観的評価や障害

の有無にみられる客観的評価からなる 「ニー ド」が医療

サービスの利用に影響する。地域 レベルの要因について

は,地 域の社会的相互扶助 といった 「社会的な要因」や,

人口規模,診 療所 との距離などの 「物理的な要因」が医

療サービスの利用に影響する。

図1.概 念枠組み

3.対 象

1)対 象者:A県 内 に属 す るB島 にあ る30集 落 の うち

7集 落 に居住 す る55歳 か ら84歳 ま での住民237名 全 員 を

対象 とした。 対象集 落の選 定にあたっては,人 口規模,

港 との距離,診 療所 との距離 な どについて,島 内の状況

を反 映す るよ うに考慮 して選 定 した。集 落 ごとの高齢化

率は,他 集落 と有意 な差は無か った(対 象7集 落:46.8

%,他 集 落:50.6%)。

2)対 象 地域 の概 要:B島 は,群 島主 島よ り海峡 を隔て

た場所 に位 置 し,「 離 島の離 島」 「離 島の中の離 島」 とも

言 われてい る1)こ とか らも,隔 絶性,環 海性,狭 小性 を

併 せ 持 つ島嶼 で あ る。 人 口1,568人,高 齢 化 率49.3%

(2006年4月1日 時点)で あ り,人 口減少 と高齢化 の顕

著な進行 がみ られ る。総 面積 の95%を 林 野で 占め9),島

内 に大小合 わせ て30の 集 落が点在 してい る。 島内の道 路

は舗装 され てはい るが地形 が細長 く平地 も少 ないため,

坂 道 が多 く徒 歩に よる集 落間の移動 は容 易ではない。 島

内で利 用可能な医療 サー ビスの資源 としては,私 設 の診

療所 が1か 所 あ る。本診療所 には医師が1名 常駐 してお

り,訪 問診療 も行われてい る。そ の他,B島 外 にあ る町

営の医療機 関に よるバスでの集 落巡 回診療 も行 われ てい

る(2週 間に1回 程)。B島 には2つ の港 があ り,本 島

とつ な ぐフェ リーが就航 してい る。 島外 には,病 院をは

じめ とした複数 の医療機 関があ る。

4.方 法

1)調 査 方法:質 問紙 留め置き法に よる無記名 の 自記 式

調 査を行 った。本調 査の実施 に先 がけて,研 究の趣 旨及

び概 要を役場 並びに区長 に説 明 し,承 諾 を得 た。

2)調 査 期間:2006年5月12日 ～5月29日

3)調 査 内容

(1)個 人 レベルの変数

Andersenの 行 動 モデ ル に基 づ き,素 因,利 用 促進 要

因,ニ ー ドに該 当す る項 目を使用 した。

① 素因:人 口学的特性 として 「性別 」 「年齢」 「同居 家

族 の有無」,社 会的特性 には 「仕事 の有無」 「居住年数」

「ソー シ ャル サ ポー ト(以 下SSと 略 す)」,信 念 に

「健 康増進 意識 」 を使用 した。SSに つい て は,杉 澤

ら10)の使 用 した もの参考 に受領 サポー トと提供 サポー

トを使用 した。受領 サポー トにつ いては,「 心配事や

困 り事があ るとき,ま わ りの人は どの くらいあなたの

言 うことに耳を傾 けて くれ ます か」等の3項 目,提 供

サポー トは,「 身近な親 しい人た ちが心配事や 困 り事

について,あ なたに話 したがってい るとき,あ なたは

どの くらい聞いてあげます か」等の2項 目を使用 した。

各設 問に対 して 「配偶者 」 「子供 ・嫁 ・孫」 「近所 ・友

人 ・親戚 」の3つ の主体別 に5段 階(例:1点;全 く
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聞いて くれない,5点;と て もよく聞いて くれる)の

選択肢 を用いた。

② 利用促進 要因:財 政 は 「経済 的暮 らし向き」,組 織

は 「かか りつけ医の有無 とその場所(島 内にかか りつ

け医あり/島 外 にかか りつけ医あ り/か か りつけ医無)」

を使 用 した。

③ ニー ド:主 観 的評価 として 「主観 的健康感 」を,客

観 的評価 として 「疾患の有無」 「障害の有無」 「IADL」

を使用 した。主観 的健康感 は,4段 階で回答 しても らっ

た。

④ 医療サ ー ビス利用:「 あなたは,病 院や 診療所 な ど

の医療施設 へ通院 した り往診 に来て もら うな ど,医 療

サー ビスを 日頃 どの程度利 用 していますか。」 とい う

質問に 「ほぼ毎 日」か ら 「利 用 していない」の7段 階

(0:利 用 して いない,1:年 に 数回,2:月 に1回

くらい,3:.月 に2,3回 く らい,4:週 に1回 くら

い,5:週 に2,3回 く らい,6:ほ ぼ 毎 日)で 回答

する形 とした。

(2)地 域 レベルの変数

① 社 会的な要因:地 域 レベル の社 会的な相 互扶助 のひ

とつであ るソー シャル キ ャピタル(以 下SCと 略 す)

に つい て,Bourdieuは,「 永続 的なネ ッ トワー クを も

つことによって生 じる実在 のリソースや潜在的な リソー

ス を集 約 した も の 」 と定 義 して お り11),さ ら に

Bourdieuの 理 論 を定 式化 したCalpianoはSSを,「 住

民が 日常の 問題 に対 処す るた めに利用す るSCの 一形

態」 と して位 置づ けて い る12）。本研 究 では個 人のSS

得 点を集 落単位 で集約 した ものを,地 域 レベル の社 会

的な相互扶助 を示す変数 とした。具体的には,「 近所 ・

友人 ・親戚 」か らの受領 サポー トと提供 サポー トを集

落 ごとに平均 し,さ らに平均得 点を標 準化 した ものを

変数 として使 用 した。

② 物理 的な要因:人 口規模,島 内診療所 との距離,島

外 への交通手段 である港か らの距離 を変数 として使 用

した。 人 口規模 は50人,島 内診療 所 か らの距 離 は5

km,港 か らの距離 として5kmを 基 準 に,集 落 を分類

した。

4)デ ータ分析 方法:記 述 統計を実施 し,基 本 統計量を

算 出 した。 また医療 サー ビスの利 用頻度 と個 人 ・地域 レ

ベ ルの変数 の関連 をみ るため に2変 数 問の分析 を行 った

後,両 レベル の要因を独 立変数 とした重回帰分析 を行 っ

た。2変 数 問の 関連 は,ｘ2検 定,t検 定,分 散分析,

Mann-WhitneyのU検 定,KruskalWalisの 検定,Pearson・

Spearmanの 相 関分析 に よ り検討 した。重 回帰分析で は,

原 則 と して2変 数 問の分析 で有意確率 が0.10未 満 の変数

を独立変数 と したが,年 齢 と性別 とSS,地 域 レベル の

要因については必ず独 立変数 として投入 した。 かか りつ

け医については,か か りつけ医な しを基 準 としたダ ミー

変数 を作成 して投入 した。 変数選択 は,年 齢 と性別 は強

制 投入 法 を使 用 し,そ の他 の要 因につ いて は投 入基 準

p<0.10,除 外 基準p>0.20の ス テ ップワイ ズ法 を使用 した。

なお,要 因 とな る変数 については,個 人 レベル 要因,地

域 レベル 要因の順 に階層 的に投入 した。

2変 数 問の関連 について,医 療 サー ビスの利用 とその

要因の関係 については,対 象全 体,年 齢別 に分析 を行 っ

た。年齢別 の分析 では,前 期 高齢者,後 期 高齢者 の違 い

を明確 にす るため,55歳 以 上65歳 未 満,65歳 以 上75歳 未

満,75歳 以 上85歳 未 満 の3区 分を用 いた。 統計処理 は,

SPSS 11.5J for Windowsを 用 い,有 意水準 はす べて5%

と した。

5.倫 理 的 配慮

対象者 への説 明は,研 究内容,プ ライバシーの保護,

研 究への協力 は 自由意 思に基 づ くものであ り,対 象者 に

不利益 のない よ う配慮す ることな どについて記入 した説

明書 を基 に,調 査対象集 落のコーデ ィネーター(区 長等)

に説 明を依頼 した。 また,本 研 究は鹿児 島大学医学部倫

理委員 会の承認 を得 て実施 した。

結 果

237名 中,回 収数 が210(回 収 率:88.6%),有 効 回答

数 は190(有 効 回答 率:80.2%)で あ った。欠 損値 は ラ

ンダムに発 生 してい るため,欠 損値 に よる結果 の大きな

偏 りはない と判 断 した。

1.研 究参加者 の特徴

(1)個 人 レベルの要因

男性79名,女 性86名,平 均年齢 は70.8歳 で あった。 同

居 家族 がいる もの は124名 で,7割 以 上 の人がか か りつ

け医 を持 っていた。疾 患 を有す る者 は109名,障 害 のあ

る者 が66名 であった。 医療 サー ビス利 用頻度 について,

平 均は2.0(月 に1回 位)で あった。

年齢別にみた場合,年 齢 の高い群の方 が有意 に医療サー

ビスの利用頻度 が高 く,同 居 家族 のいない者 が多 く,居

住 年数30年 以上 の者 が多 かった。SSで は,配 偶者 か ら

の受領 ・提供 サポー トともに有意 差がみ られ た。経 済的

暮 らし向き,か か りつけ医の有無,疾 患の有無,障 害の

有無,IADLに つ いて も,有 意な違 いがみ られ た(表1)。

(2)地 域 レベルの要因

地域のSSに ついて は,地 域受領 サポー トは2.4±0.3,

地 域 提供 サポー トは2.5±0.3で あ った。 人 口規模 の大 き

い集 落 に居住 してい る人 が164名 で あ った。 また,診 療
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所 との距離 が近い集 落に住 んでいる人は59名,港 との距

離 は,近 い集 落 に居住 してい る人 が140名 で あ った.年

齢 間で有意 差のみ られた ものはなかった(表1)。

2.医 療 サー ビスの利用頻 度 との2変 数の関連

医療 サー ビスの利 用頻度 との2変 数 の関連 については

表2に 示 す通 りである(表2)。

(1)個 人 レベルの要因

医療 サー ビス利 用頻度 との2変 数 の関連 について,素

因において医療 サー ビス利 用頻度 との関連 がみ られたの

は,性 別(p=0.000),年 齢(p=0.000),同 居 家族の有無(p=

0.041),居 住 年 数(p=0.002)で あ った。 女性,年 齢 が高

い,同 居 家族 がないない,そ の集 落に30年 以上住 んでい

る人ほ ど,医 療 サー ビスの利 用頻度 が高かった。利 用促

進 要因 にお いて関連がみ られ たの は,か か りつ け医(p=

0.000)で あ った。か か りつ け医が島内 にい る人 が最 も医

療 サー ビス利用頻度 が高かった。 ニー ドについては,主

観 的健康感(p=0.000),疾 患 の有無(p=0.000),障 害 の有

無(p=0.000)が 有 意で あった。健康 でない と感 じてい る,

疾 患があ る,障 害があ る人ほ ど,医 療 サー ビスの利 用頻

度 が高かった。

(2)地 域 レベルの要因

地域 レベルの ソーシャルサポー トについては受領 サポー

ト(p=0.O11),提 供 サ ポー ト(p=0.005)と もに有意 とな り,

サ ポー トの得点が高い地域 に住む人 ほど利用頻度が高かっ

た。他 の地域 レベル の変数 については,港 との距離 が有

意 とな った(p=0.001)。 港 か ら遠 い地域 に住 む人の方が,

利 用頻度 が高かった。

表1.対 象者の属性(全 体/年 齢別)

全体 年齢別
55歳 以上65歳 未 濡 35歳 以上75歳 未 濡 75歳 以上85歳 未 溝

n %(M±SD) P

医療サービス利用

医療サービスの利用頻度 175 2.0±1.4 44 1.2±1.1 60 1.9±1.3 71 2.7±1.4 0.000

素因

性別 男性
女性

79

86

47.9

52.1

24 58.5

17 41.5

29 50.9

28 49.1

26

41

61.2

38.8
0.118

年齢 190 70.8±8.3 47 59.3±3.0 65 69.6±2.9 78 78.8±2.9 0.000

同居家族(あ り) 124 75.2 33 82.5 46 82.1 45 65.2 0.044

仕事(あ り) 59 36.2 21 50.0 18 34.0 20 29.4 0.085

居住 年数(30年 以 上) 103 62.0 17 42.5 30 51.7 56 82.4 0.000

ソーシャルサポート

配偶者受領サポート 154 2.6±2.1 38 3.1±2.0 55 2.6±2.1 61 1.8±2.1 0.009

子ども受領サポート 154 2.5±1.9 38 2.8±1.9 55 2.6±1.9 61 2.3±2.0 0.458

近所受領サポート 154 2.3±1.8 38 2.6±1.9 55 1.9±1.5 61 2.5±1.9 0.057

配偶者提供サポート 154 2.6±2.2 38 3.3±2.0 55 2.5±2.2 61 1.9±2.2 0.008

子ども提供サポート 154 2.5±2.1 38 2.9±2.2 55 2.7±2.0 61 2.2±2.0 0.220

近所提供サポート 154 2.6±1.8 38 2.8±1.9 55 2.6±1.7 61 2.4±1.9 0.526

健康増進意識(関 心あり) 169 93.9 39 88.6 59 96.7 71 94.7 0.218

利用促進要因

経済的暮らし向き(心 配ない) 116 73.0 25 61.0 38 69.1 53 84.1 0.025

かかりつけ医の場所
島内 65 39.4 10 25.0 21 37.5 34 49.3

島外 60 36.4 12 30.0 23 41.1 25 36.2 0.001

なし 40 24.2 18 45.0 12 21.4 10 14.5

ニ ー ド

主観的健康感(健 康) 139 75.1 37 82.2 49 77.8 53 68.8 0.14

疾患の有無(あ り) 109 66.9 17 47.2 37 63.8 55 79.7 0.003

障害の有無(あ り) 66 37.1 8 18.2 16 26.2 42 57.5 0.000

1ADL5項 目 182 4.0±1.5 44 4.5±1.0 62 4.2±1.3 76 3.6±1.7 0.003

地域レベルの要因

地域ソーシャルサポート

地域受領サポート 190 2.4±0.3 47 2.4±0.4 65 2.4±0.2 78 2.4±0.4 0.082

地域提供サポート 190 2.5±0.3 47 2.5±0.4 65 2.5±0.2 78 2.4±0.4 0.363

人口規模(大 きい) 164 86.3 38 80.9 58 89.2 68 87.2 0.426

診療所との距離(近い) 59 31.1 15 31.9 14 21.5 30 38.5 0.092

港との距離(近 い) 140 73.7 35 74.5 51 78.5 54 69.2 0.454
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表2.医 療サー ビスの利用頻度と各変数の関連

M±SD
n
(相関係数)

P

素因
性 別b)

男性
女性

76

85

1.5±1.4

2.3±1.4
0.000

年齢) 175 (0.461) 0.000

同居家族の有無b)

独居 40 2.4±1.7
0.041

同居 121 1.8±1.3

仕事の有無b)

あり 57 1.7±1.3
0.106

なし 102 2.1±1.5

居住年数b)
30年 以上 100 2.3±1.4

0.002
30年未満 61 1.6±1.4

ソーシャルサ ポー トa)

配偶者受領サポート 149 (-0.151) 0.066

子ども受領サポート 149 (0.002) 0.982

近所受領サポート 149 (0.120) 0.143

配偶者提供サポート 149 (-0.076) 0.357

子ども提供サポート 149 (-0.087) 0.292

近所提供サポート 149 (0.036) 0.666

健康増進意識b)
関心あり 160 2.0±1.4 0.769

利用促進要因

経済的暮らし向きb)
心配ない 114 2.0±1.4

0.340
心配である 42 1.8±1.5

かかりつけ医の場所c)

島内 61 2.7±1.2

島外 60 2.2±1.2 0.000

なし 40 0.8±1.2

ニー ド

主観的健康感b)

健康 130 1.8±1.4
0.000

健康でない 44 2.7±1.3

疾患の有無b)

あり 104 2.5±1.3
0.000

なし 50 1.0±1.1

障害の有無b)

あり 64 2.7±1.4
0.000

なし 106 1.6±1.2

1ADL5項 目の 172 (-0.046) 0.545

地域レベルの要因

地域 ソー シャル サポ ー トa)

地域受領サポート 175 (0.193) 0.011

地域提供サポート 175 (0.212) 0.005

人口 規 模b)

大きい 150 2.0±1.5
0.748

小さい 25 2.1±1.3

診療所との距離b)

近い 54 1.9±1.4
0.581

遠い 121 2.1±1.5

港 との距 離b)

近い 128 1.8±1.4
0.001

遠い 47 2.6±1.5

a)Spearmanの 相 関係 数 を表 示

b)Mann-WhltneyのU検 定

c)Kruskal Wallsの 検 定
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表3.医 療サー ビス利用頻度を規定する要因(全 体)

個人レベル+地 域レベル

β P

性別(男性/女 性) -0.067 0.337

年齢 0.151 0.065

島内かかりつけ医(島 内/他) 0.336 0.001 **

島外かかりつけ医(島 外/他) 0.151 0.133

居住年数(30年 以上/30年 以下) 0.183 0.016 *

疾患の有無(あり/なし) 0.184 0.040 *

障害の有無(あり/なし) 0.163 0.038 *

近所受領サポート 0.153 0.035 *

地域受領サポート 0.173 0.023 *

調 整 済みR2 0.458

表4.医 療サー ビス利用頻度を規定する要因

(55歳 以上65歳 未満)

個人レベル+地 域レベル

β

p

性別(男性/女 性) -0.067 0.337

年齢 0.151 0.065

島内かかりつけ医(島 内/他) 0.336 0.001 **

島外かかりつけ医(島 外/他) 0.151 0.133

居住年数(30年 以上/30年 以下) 0.183 0.016 *

疾患の有無(あり/なし) 0.184 0.040 *

障害の有無(あり/なし) 0.163 0.038 *

近所受領サポート 0.153 0.035 *

地域受領サポート 0.173 0.023 *

調 整 済みR2 0.458

表5.医 療サー ビス利用頻度を規定する要因

(65歳 以上75歳 未満)

個人レベル+ 地域レベル

β

p

性別(男性/女 性) -0.250 0.022 *

年齢 0.219 0.049 *

障害の有無(あり/なし) 0.182 0.114

島内かかりつけ医(島 内/他) 0.644 0.000 **

島外かかりつけ医(島 外/他) 0.604 0.000 **

調 整 済みR2 0.564

表6.医 療サー ビス利用頻度を規定する要因

(75歳 以上85歳 未満)

個人レベル+地 域レベル

β

p

年齢 0.189 0.100

疾患の有無(あり/なし) 0.389 0.003**

仕事の有無(あり/なし) -0.402 0.001**

島内かかりつけ医(島 内/他) 0.371 0.029*

島外かかりつけ医(島 外/他) 0.117 0.478

地域受領サポート 0.236 0.040*

調 整 済みR2 0.389



3.重 回帰分析による,医 療サービス利用頻度を規定す

る要因の検討

(1)全 体

有意 となったのは,島 内かか りつけ医の有無,居 住年

数,疾 患の有無,障 害の有無,近 所受領サポー ト,地 域

レベルの受領サポー トであった。島内にかか りつけ医が

お り,集 落に30年 以上住んでお り,病 気,障 害をもって

お り,近 所の人からよくサポー トを受けてお り,サ ポー

トを豊富に受けている地域の人ほど医療サービスの利用

頻度が高かった(表3)。

(2)55歳 以上65歳 未満

性別,年 齢,疾 患の有無,近 所受領サポー ト,集 落の

人口規模が有意であった。男性で,年 齢が高く,病 気を

もってお り,近 所の人から豊富にサポー トを受けており,

人口規模の小さな集落に住んでいる人ほど医療サービス

利用頻度が高かった(表4)。

(3)65歳 以 上75歳 未 満

有意 となったのは,性 別,年 齢,島 内かか りつけ医の

有無,島 外 かか りつけ医の有無であった。 女性 で,年 齢

が高 く,か か りつけ医がいる人ほ ど医療 サー ビス利 用頻

度 が高かった(表5)。

(4)75歳 以 上85歳 未 満

有意 となったのは,疾 患の有無,仕 事の有無,島 内か

か りつけ医の有無,地 域 受領 サポー トであった。病 気を

もってお り,仕 事を してお らず,島 内にかか りつけ医が

お り,サ ポー トを豊富に受けている地域 に住 んでいる人

ほ ど,医 療 サー ビスの利 用頻度 が高かった(表6)。

考 察

対象集 落の物理 的な地域 レベル 要因や 高齢化 率な どの

分布 か ら,対 象 となった集 落は,他 の集 落 と比較 する と

多少年齢層 が若 くなっている ものの,特 性 の幅広い集 落

を選択 したのでバ リエーシ ョンを保 ちつつ,島 全体 とし

ての代表性 を保 っている と考え られた。

障害や疾病 な どのニー ド要因群 に属する主観 的な症 状

に対す る変数 の影 響力 が高 い こ とは,Andersenの 行 動

モデル を用いたAndersen&Adey 13),Bass&Noelker 14),

Wolinsky&Johnson 15)な どに よる先行研究 でも示 され て

いる。本研 究の結果 で も,同 様 にニー ド要因群 の疾患や

障害の有無が医療 サー ビスの利 用にお よぼす影 響が高い

ことが示 された。

特 に今 回 は,Andersenモ デ ル に基づ き,医 療 サー ビ

スの利 用に影響 する要因を,特 に地域 レベル の社 会的な

相 互扶助 と物理 的な環境 の観 点か ら検討 した。結果 とし

て,サ ポー トを豊富に受けている地域に暮 らす人ほど医

療サービスの利用頻度が高い傾向が明らかになった。

1.地 域 レベルの社会的な要因が医療サービス利用に与

える影響

本研究では,SSに ついて,個 人 レベルでは全体の重

回帰分析で近所からの受領サポー ト,地 域 レベルでは受

領サポー トが有意 となった。杉澤 らは,ADLの 高低に

よらずいずれの社会的支援についても受療回数 との関連

が弱いとい う報告10)を行ってお り,Arling 16)はADLが 低

い高齢者の場合に支援の影響がみられると報告している。

今回,我 が国の島嶼 高齢者においては個人レベルの社会

的支援 と受療行動 との関連は弱いことが支持 された。個

人レベルのSSの 量について年齢区分別にみると,後 期

高齢者において配偶者関連のサポー トが低下していたも

のの,そ の他のSSで 違いはみ られなかった。この結果

は,後 期高齢者において配偶者がいない事によるサポー

トの低下はあるが,そ の他の社会的支援の程度は後期高

齢者 においても変わりはない とい う前原 ら17)や熊坂ら18)

の報告 と一致している。 これは,我 が国の小規模島嶼 の

高齢者は55歳 以上65歳未満の若い人と比べて同程度の個

人レベルのSSを 享受 しているが,高 齢になるに従って

増大す るアクセスへの障害に対応す るためには個人レベ

ルのサポー トよりも地域 レベルのサポー ト体制が重要に

なってくることを示 しているとも考えられ る。 このこと

から,我 が国の小規模島嶼 における高齢者の包括的なケ

ア体制の構築のためには,よ り詳細な地域 レベルの社会

的な相互扶助を考慮に入れた検討が必要であると考えら

れた。

2.地 域 レベルの物理的な要因が医療サービスの利用に

与える影響

地域 レベルの要因の うち,集 落の規模,島 内診療所 と

の距離,フ ェリーの発着所 との距離については,全 体で

は医療サービスの利用への影響はみられなかったものの,

55歳以上65歳未満において規模の小さい集落に住む人ほ

ど医療サービスを利用 しているとい う結果がみられた。

この結果の解釈は難 しいが,集 落の規模 と地域 レベルの

SSと の関連がみ られなかったことから考えると,特 に

55歳以上65歳 未満の若い人において,SSで は捉えきれ

ない地域の緊密性が受療行動に影響を与える可能性が考

えられ,よ り幅広い地域性を踏まえた受療行動の検討が

必要であると考えられ る。

また,本 研究においては医療サービスの利用に関わる

と考えられ る島内診療所への地理的なアクセスのしやす

さや,島 外へのアクセスのしやす さは,医 療サービスの

利用頻度 と関連 していなかった。今回の対象である小規
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模島嶼 には,医 師の常駐する私設の島内診療所があ り,

そこへの無料の送迎バスが巡回している。また島外にあ

る町営の診療所による巡回診療 も行われ,さ らに島外へ

のアクセスも2か 所のフェリー乗 り場が存在するなど,

資源の面からみた医療サービスへのアクセスは比較的良

好な地域であったため,地 域 レベルでのアクセスが対象

地域の受療行動に大きく影響をしなかった可能性が考え

られる。ただし,重 回帰分析の結果,全 体では島内のか

か りつけ医を持っている人の方が医療サービスを多く利

用してお り,そ の一方で島外のかか りつけ医の有無は医

療サービスの利用頻度に影響を与えていなかった。年齢

別では,65歳 以上75歳未満において,島 内 ・島外にかか

わらずかか りつけ医を持っている人の方が医療サービス

を多く利用していたものの,75歳 以上85歳未満では,島

内のかか りつけ医の有無だけが医療サービスの利用に影

響 していた。武村 らは,都 市部の中高年層を対象にした

研究において,か か りつけ医の有無が受療率や回数に影

響を与えることを示 し19),杉澤 らも同様の結果を示 して

いる20)。本研究でもほぼ同様の傾向がみられた。 しかし

65歳 以上75歳未満において疾患の有無は受療行動に影響

せず,障 害の有無のみ影響がみられていることから,島

喰における前期高齢者には,疾 患により医療サービスが

必要であるにもかかわらず,障 害が発生するような重大

な状況にならない限 り受診 しようとしない人が存在する

可能性を示唆している。その一方で,か か りつけ医を持っ

ていれば,地 理的なアクセスのしやすさにかかわらず受

診につながる可能性が考えられることから,特 に比較的

ニー ドの少ない前期高齢者の年代におけるかか りつけ医

を確保することが,75歳 以降の健康を保つための予防的

な観点からも重要であると考えられる。

また,後 期高齢者になると,か か りつけ医への地理的

なアクセスのしやすさによりその効果は大きく変わ り,

島内か島外かとい う区別が強く影響をもたらす可能性が

示唆され,対 象地域のようなフェリーによる移動の利便

性が高い小規模島嶼 においても,陸 路によるアクセスの

影響に比べて,海 路による移動の困難がより強く影響を

もたらす可能性が示唆された。

島嶼と都市部で高齢者のかか りつけ医の有無に違いが

ないとい う報告もあるが21),本研究では小規模島嶼 など

の医療資源の整備に限界がある地域の受療行動へのアク

セスの影響については,か か りつけ医の有無や,医 療施

設までの距離などのアクセスが互いに関わってお り,こ

れらの側面を個別に検討するだけでは不十分である可能

性が示唆された。小規模島嶼 に適 したヘルスケアシステ

ムを構築するためには,か か りつけ医と普段受診する医

療施設 との関係,ま た集落別 ・施設別のアクセスのしや

すさなど,Penchansky 22)が示す ところのAvailability(サー

ビスの供給量 による利 用の しやす さ),Accessibility(地

理 的な利 用 の しやす さ),Affordability(財 政 的 な利用 の

しや す さ),Acceptability(提 供 者 との関係 に よる利用 の

しやす さ),Accomodation(提 供 され るケ アの内容 に よ

る利 用の しやす さ)と いったア クセスを構成す る要素同

士の関係性 を考慮 した検討 が必 要であ ると考え られ る。

研 究の限界 と今後 の課題

本研究において地域 レベルの社会的な相互扶助 として

今回使用 したものは,個 人 レベルのSS得 点を集約 した

ものであ り,厳 密に言えば地域 レベルの要因とは言えな

い。SC研 究においても,使 用 される尺度は研究によっ

て異なる 17)ことが指摘されてお り,地 域 レベルの社会的

な相互扶助を適切に捉える尺度の開発や,実 証研究,そ

の妥当性の検証が必要であろ う。対象 としても島嶼のす

べての人を対象 としているわけではないため,地 域特性

の影響が存在す る可能性がある。また,本 研究の対象者

として85歳 以上の高齢者が含まれていないこと,自 記式

アンケー ト調査であるため,若 くて調査に参加可能な健

康な高齢者に偏っている可能性がある。今後は,都 市部

との比較によって,よ り小規模島嶼 のもつ特性を明らか

にしていく必要がある。また,適 切な尺度開発のために

も,個 人に対す る地域特性の影響を質的な方法で明確に

していく必要があると考えられ る。

結 論

1.我 が国の小規模島嶼 において,地 域 レベルの社会的

な相互扶助が後期高齢者の医療サービスの利用頻度に

影響す ることが示 された。

2.我 が国の小規模島嶼 においては,前 期高齢者のかか

りつけ医の有無が医療サービスの利用に影響を与えて

いた。

3.対 象地域のようなフェリーによる移動の利便性が高

い小規模島嶼 においても,海 路による移動が後期高齢

者の医療サービスの利用の大きな障害となることが示

された。
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                                            Abstract 

       The aim of this study was to identify community level determinants of medical care utilization in remote island, 

   based on Andersen behavioral model. This study is the secondary analysis using data from survey on B island at 2006. 

   In this survey, 237 residents aged over 55 under 85 at 7 villages in B island were surveyed. We used 190 residents for 

   this analysis (response rate=80.2%). 

       We used multiple regression analysis to analyze effects of standardized mean score of neighborhood social support 

   as community level social factor and population and location of villages as community level geographical factor on 

   medical care utilization. 

       We divided the residents into 3 groups by age of over 55 under 65, over 65 under 75 and over 75 under 85. Among 

   residents aged over 75 under 85, community level neighborhood social support was related to frequency of use of medical 

   services. Among residents aged over 65 under 75 group, having a family doctor anywhere effected on frequency of use 
   of medical services. But among residents aged over 75 under 85 group, having a family doctor in B island effected on 

   frequency of use of medical services.The conclusions of this study are as follows: 

   1. Community level social support effected on medical care utilization in remote island. 

   2. Among early-stage elderly, having a family doctor anywhere effected on medical care utilization in remote island. 

   3. Travel by ship is a major barrier to medical care utilization of latter-stage elderly in remote island. 

Key words: medical service, Andersen behavioral model, contextual indicator, remote island 
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